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　近年、電気事業者のお客さま自身
も太陽光発電を中心とした分散形電
源、蓄電池設備、電気自動車による
VtoHなど、分散形エネルギーシス
テムを所有するとともに、HEMSや
BEMSにより自ら電気利用を管理運
用する、いわゆる「需要の能動化」が
進みつつある。加えて固定価格買取
制度の導入により、メガソーラーな
どの事業を目的とした太陽光発電も
需要地域に大量導入されつつある。
　このような太陽光発電を中心とす
る分散形電源が図1に示す電力会社
の配電線に接続され、発電した電気

や住宅などで余った電気（余剰電力）
が配電線に送り込まれると、配電線
末端側から変電所側に向かって電気
が流れるいわゆる逆潮流が生じる。
その結果、配電線電圧が上昇し電気
事業法で規定されている適正範囲
（100V系で95V～107V）を逸脱する
可能性がある。
　また、災害などにより配電線が切
れて地面に接触（地絡）した場合や
ショート（短絡）した場合、変電所で
これらの事故を検出し、1秒程度以
内の短時間で当該配電線を変電所か
ら切り離して安全を確保するが、こ
の時分散形電源や蓄電池設備が配電
線に接続したまま運転を継続するい

わゆる単独運転が発生し安全確保に
影響を及ぼす可能性がある。
　現状では、このような配電線接続
問題については、基本的に、系統連
系規程［1］にもとづき分散形電源や蓄
電池設備側で各種の対策が施されて
いる。例えば、電圧上昇問題につい
ては、配電線接続地点の電圧を自ら
監視し、これが上限を超えそうに
なったら無効電力を出力して電圧を
低下させたり、発電電力自体を減少
させて適正範囲を維持している。
　しかしながら、大量接続時には電
圧上昇の程度が大きくなり、これに
より発電電力の抑制量が増大する
ケースが増え、新たな問題となる。

加えて、将来的にお客
さまサイドに蓄電池設
備や電気自動車が普
及した場合、例えば電
気料金の安い時間帯
で一斉に充電が行わ
れる時など、逆に配電
線電圧が下限値を逸
脱し、充電量に制約が
かかるケースも想定さ
れる。このような分散
形電源の発電や蓄電
池設備の充放電への
制約を極力与えずに
配電線電圧を適正範
囲内に維持する新たな

良質な電気をお使いいただくための研究の紹介

電気を利用するお客さまの
能動化と配電系統の課題

電力中央研究所　次世代電力需給マネジメント特別研究チーム　配電システムグループ長　研究参事　小林 広武
　「次世代電力需給マネジメント特別研究チーム」の研究や取り組みを 4 回にわたり紹介する最終
回は、太陽光発電や蓄電設備といったお客さまサイドの分散形エネルギーシステムや負荷機器と
の連携・協調をうまく取りながら、それらが多く系統に接続されても配電線電圧を適正な範囲内で
維持し、質の高い電気をお客さまにお使いいただくための “ 次世代配電技術に関する研究 ” などの
取り組みを紹介する。

図1　配電系統の構成例
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技術が必要になっている。
　さらに、分散形電源の運転により、
配電線の実際の負荷量が把握できな
くなるケースが生じる。通常、事故
などにより配電線で停電が発生した
場合、停電地域の負荷量に供給可能
な別の配電線ルートを決定し、ルー
ト切り替えにより早期復旧が図られ
るが、正確な負荷量を把握できなく
なると、切り替えた配電線ルートに
設備容量を超える過大な電流が流れ
て再度の停電を招くなど、早期復旧
ができなくなる可能性が生じる。対
策として、配電線に接続している分
散形電源の発電出力をリアルタイム
で簡易に推定する手法の開発が求め
られている。

電力中央研究所における
次世代配電技術の開発
　このような新たな課題に合理的か

つ的確に対応し、対策コストを極力
抑えながらお客さまへの良質な電気
の供給を維持していくために、当所
では、お客さまの所有する分散形電
源、蓄電池設備さらには負荷機器と
の連携・協調も考えた次世代配電技
術の開発に取り組んでいる。

（1）概要
　分散形電源の大量接続に対応する
配電系統の構成・運用技術に関して
は、当所では、2000年度に「需要地
系統」の概念を提案し、国の開発プ
ロジェクトにも参画しながら、配電線
を流れる電気の向きや量および配電
線電圧を同時に高速でコントロール
する新型配電線制御装置や、情報通
信によるこれらの制御装置の集中制
御方式を開発した［2］。
　並行して、当所赤城試験センター
の構内に、各種分散形電源を併設し

た実規模スケール配
電系統実験設備であ
る「需要地系統ハイブ
リッド実験設備」（図2）
を建設し、これらの開
発技術を実証した。成
果は各電力会社の配
電自動化システム高
度化の検討などに資
されている。「需要地
系統ハイブリッド実験
設備」は、引き続き国
プロや電力会社から
の多くの受託実験にも
活用されており、実規
模スケールで配電系
統技術や分散形電源
接続技術を総合的に
実験できるわが国随
一の設備となってい
る。
　当所では、これらの

知見や実験設備をベースに、現在、
太陽光発電大量導入や需要能動化に
対応する以下の次世代配電技術に関
わる研究開発を進めている。
①�配電系統の電圧管理や事故時運用
への影響評価と対応策検討を支援
する配電系統解析ツール
②�配電線センサやスマートメータの
情報を活用した配電自動化・制御
システム高度化技術
③�お客さま機器と連携した電圧変動
抑制技術
④高調波対策技術
⑤高性能二次電池の性能評価技術

（2）配電系統解析ツールの開発
　電力会社の配電現場での使用も視
野に入れたもので、配電系統の電圧
管理への影響評価と対応策の検討を
支援する解析ツール「配電系統総合
解析プログラム」の開発を進めてい

図2　需要地系統ハイブリッド実験設備の概要
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る［3］。本プログラムは、「需要地系
統ハイブリッド実験設備」において
過去10年にわたって実施した各種
実証試験結果を反映させたもので、
現バーションは、電力会社10社に
おいて配電運用や研究開発に活用さ
れている。
　特徴は、汎用PC（MS-Windows）上
で動作し、GUI（Graphical�User�Inter�
face）を用いることにより操作が容
易であり、任意の配電系統構成（高
圧・低圧線路形態、各地点の負荷量
時系例パターン、分散形電源出力時
系列パターン・電圧制御方式など）

に対応すると
ともに、将来技
術を含め、配
電線側のあら
ゆる対策技術
の評価（各種技
術適用時の各
地点電圧・潮流
時系列特性、分
散形電源の抑
制出力電力量
など）を可能と
している。また、

三相不平衡解析も可能である。図3
にPC上の高圧配電線構成例と入・出
力項目を示す。
　また、太陽光発電などの分散形電
源の多くはパワーコンディショナ（PCS）
を用い、パワエレ技術による周期1
万分の1秒以下の高速スイッチング
により直流を交流に変換して電力系
統に接続している。今後、配電線へ
の導入が想定される同じくパワエレ
技術を適用した高速電圧調整装置
TVR（Thyristor�Voltage�Regulator、
STATCOMなど）との協調制御方式や、
配電線事故時や単独運転時などの過

渡変動に対する分散形電源の動作特
性の評価のためには、電圧や電流の
波形レベルでの解析が必要となる。
このため、当所開発の電力系統瞬時
値解析プログラムXTAP（eXpandable�
Transient�Analysis�Program）に用い
るもので、太陽光発電用PCSを含め
これらの解析に必要となる配電系統
構成要素のシミュレーションモデル開
発を進めている［4］［5］。

（3）配電自動化・制御システム高
度化技術
　配電系統の管理・運用面の対策技
術として、電力会社が設置・更新を
進めている配電線センサ（配電線の
電圧や電流を逐次計測する装置）や
お客さまへの導入が進められている
スマートメータの各情報を活用した、
配電自動化・制御システム高度化技
術（図4）を開発している。これまで
に、課題となっている配電線の太陽
光発電出力推定法として、配電線セ
ンサで得られる潮流変動分を負荷変
動分と太陽光発電出力変動分にベク
トル分解することによってリアルタ
イムで推定する簡易な手法を開発
し、実際の運転データとの比較によ
り実用精度が得られることを確認し
た［6］（図5）。
　また、配電線センサ・スマートメー
タ情報の活用により、配電線電圧調
整装置をより的確に制御する方式の
開発を進めている。さらに、これら
の情報を活用した配電線事故地点の
探索方式、断線検出方式などを開発
する計画である。

（4）お客さま機器と連携した電圧
変動抑制技術
　住宅には太陽光発電の導入が進ん
でいるほか、将来的には電気自動車
を含めた蓄電池設備の導入拡大も想

図3　配電系統総合解析プログラムの入出力項目
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定される。これら住宅のお客さまは
電圧変動面で高圧配電線より厳しく
なる低圧配電線に接続される。そこ
で、最終的には太陽光発電用や蓄電
池用のPCSへの組み込みを目指すも
のであるが、電圧変動対策として低
圧配電線用無効電力補償装置の開発
を進めている［7］。
　また、これら低圧配電線用やお客
さま設置PCSを含め、経済性の観点
から、適切な配電線電圧調整装置の
組み合わせや配置法についての解析
評価に取り組んでいる［8］。さらに、
余剰電力問題を含め、お客さまから
の逆潮流電力に制限がかかった場合
を対象に、ヒートポンプ式給湯機（エ
コキュート）や蓄電池設備などのお
客さま機器を利用した太陽光発電出
力有効活用技術の開発にも取り組ん
でいる［9］［10］。

（5）高調波対策技術
　分散形電源や蓄電池設備に使用さ
れるPCSのほか、インバータエアコ
ンなど多くの負荷機器からは高調波
電流（50Hzや60Hzの基本周波数の
整数倍の周波数をもつ電流）が発生
する。これらが大きなものとなると
配電線電圧にひずみが生じ、お客さ
ま機器に悪影響を与える可能性があ
る。そこで、負荷機器の高調波電流
限度値の研究や電圧歪みの低減につ

ながるお客さま機器
の仕様条件や組み合
わせ条件などの研究
を進めている［11］［12］。

（6）高性能二次電池
の性能評価技術
　電気自動車用のほ
か、再生可能エネル
ギー大量導入時の電
力系統安定化対策と

しても期待されるリチウム二次電池
を対象に、適切な蓄電池設備の設計
や長寿命運転を達成する運用方法の
検討、および電池自体の長寿命化に
資するものとして、運用時の性能低
下傾向を把握する性能評価技術の開
発や、電池劣化メカニズムの解明を
進めている［13］［14］。

おわりに
　今後とも、太陽光発電を中心とす
る再生可能エネルギーの導入が進め
られるとともに、2016年度からの
電力小売全面自由化に伴い、地域に
よっては多数の小売事業者が参入
し、これによって需要の能動化はお
客さま単位からお客さま群の単位で
進むことも想定される。当所では、
このようなお客さま群単位での能動
化を一種のコミュニティ化として捉
え、コミュニティが分散形電源も活
用しながら経済最優先で運用した場
合の配電系統の運用に与える影響や
対策法など、いわゆる部分最適（コ
ミュニティ単位での経済運用など）
と全体最適（電力系統全体の安定運
用など）の両立を目指した研究にも
着手している［15］。
　今後は、連載第3回で紹介したデ
マンドレスポンス（DR）もうまく活用
しながら、再生可能エネルギーの大
量導入への対応はもとより、上述の

お客さまサイドの大きな変化にも柔
軟に対応できる配電系統技術さらに
は電力系統全体の運用技術の開発・
構築を鋭意進める所存である。

図5　太陽光発電出力推定結果
（誤差：平均6％、90％値12％）
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